
川崎市交通局企業職員公務災害等見舞金支給要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号。以下「法」とい

う。）第２条第１項に規定する職員（以下「職員」という。）が公務上若しくは通勤（法

第２条第２項及び第３項に規定するものをいう。以下同じ。）により死亡した場合又は公

務上若しくは通勤により負傷し、若しくは疾病にかかった場合において、その遺族又は職

員に対して支給する公務災害等見舞金（以下「見舞金」という。）に関して必要な事項を

定めるものとする。 

 （見舞金の支給） 

第２条 職員が公務上若しくは通勤により死亡した場合又は公務上若しくは通勤により負傷

し、若しくは疾病にかかり、なおったときに法第２９条第２項に定める程度の障害が存す

る場合においては、その遺族又は職員に対して見舞金を支給する。 

 （見舞金の額） 

第３条 見舞金の額は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）公務上死亡した場合又は公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、なおったときに法第

２９条第２項に定める程度の障害が存する場合 別表第１の左欄に定める障害等の等級

区分に応ずる第１欄に定める額 

（２）通勤により死亡した場合又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、なおったと

きに法第２９条第２項に定める程度の障害が存する場合 別表第２の左欄に定める障害

等の等級区分に応ずる第１欄に定める額 

２ 前項各号の一に該当する場合において、自動車損害賠償保障法（昭和３０年法律第９７

条）が適用されるときは、前項の規定にかかわらず、見舞金の額は次の各号に掲げるとお

りとする。 

（１）公務上死亡した場合又は公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、なおったときに法第

２９条第２項に定める程度の障害が存する場合 別表第３の左欄に定める障害等の等級区

分に応ずる第１欄に定める額 

（２）通勤により死亡した場合又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、なおったと

きに法第２９条第２項に定める程度の障害が存する場合 別表第４の左欄に定める障害等

の等級区分に応ずる第１欄に定める額 



３ 見舞金を受けることができる同順位の遺族が２人以上あるときは、その遺族の１人が受

ける見舞金の額は、第１項及び前項に規定する額をその人数で除して得た額とする。 

 （支給額の調整） 

第４条 前条に規定する見舞金を支給する場合において、同一の事由により法第４７条の規

定に基づき特別支給金が地方公務員災害補償基金川崎市支部から支給されるときは、前条

の規定にかかわらず、見舞金の額は別表第１から別表第４までの左欄に定める障害等の等

級区分に応ずる第１欄に定める額から当該特別支給金の額を減じた額とする。ただし、別

表第１から別表第４までの第２欄に定める額を下回らないものとする。 

 （遺族の範囲及び順位） 

第５条 見舞金を受けることができる遺族は、法第３７条第１項各号に規定する者とする。 

２ 見舞金を受けるべき遺族の順位は、法第３７条第２項に規定する順位とする。 

３ 前２項に規定する遺族のうち配偶者には、婚姻の届出をしていないが、職員の死亡の当

時事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含むものとする。 

 （申請手続） 

第６条 見舞金を受けることができる遺族又は職員が見舞金を申請しようとするときは、公

務災害等見舞金申請書（別記様式）を所属長（鷲ヶ峰営業所菅生車庫においては、鷲ヶ峰

営業所担当課長（菅生車庫担当））を経由して交通局長（以下「局長」という。）に提出

しなければならない。 

 （見舞金申請の代表者） 

第７条 見舞金を受けることができる同順位の遺族が２人以上あるときは、これらの者は、

そのうちの１人を見舞金の申請及び受領についての代表者に選任しなければならない。 

２ 前項の規定により、代表者に選任された者が見舞金を申請するときは、代表者に選任さ

れたことを証明することができる書類を提出しなければならない。 

 （その他の見舞金） 

第８条 職員が公務上又は通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、第２条に規定する障

害を存する程度には至らないが、負傷又は疾病の原因その他の事情を考慮して局長が特に

必要と認めた場合においては、１２０，０００円以内で局長が定める額の見舞金を支給す

ることができる。 

 （その他必要事項） 

第９条 この要綱の実施について必要な事項は、別に定める。 



附 則 

この要綱は、昭和４７年２月１５日から施行し、昭和４６年１０月１日以降において発生

した公務上の災害について適用する。 

  附 則（昭和４８年２月１６日局長決裁 ４８川交庶第１５６号） 

この要綱は、昭和４８年２月１６日から施行し、昭和４７年１０月１日以降において発生

した公務上の災害について適用する。 

  附 則（昭和５０年３月３１日局長決裁 ４９川交庶第１１０１号） 

この要綱は、昭和５０年３月３１日から施行し、昭和５０年１月１日以降に発生した公務

上の災害又は通勤による災害について適用する。 

  附 則（昭和５１年１２月１３日局長決裁 ５１川交庶第５０４号） 

この改正要綱は、昭和５１年１２月１３日から施行し、昭和５１年１１月１日以後に発生

した公務上の災害又は通勤による災害に関して適用する。 

  附 則（昭和５３年１２月１３日局長決裁 ５３川交庶第１０３６号） 

この改正要綱は、昭和５３年１２月１３日から施行し、昭和５３年１２月１日以降に発生

した公務上の災害又は通勤による災害について適用する。 

  附 則（昭和６２年１２月１４日局長決裁 ６２川交庶第１１０４号） 

この改正要綱は、昭和６２年１２月１５日から施行し、昭和６２年１１月１日以降に発生

した公務上の災害又は通勤による災害について適用する。 

  附 則（平成４年６月２５日局長決裁 ４川交庶第３９４号） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成４年６月２５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の要綱別表第１から別表第４までの規定は、平成４年６月１日以後において発生

した公務上の災害又は通勤による災害について適用し、同日前において発生した公務上の

災害又は通勤による災害については、なお従前の例による。 

 （公務災害等見舞金の内払） 

３ 改正後の要綱別表第１から別表第４までの規定を適用する場合においては、平成４年６

月１日以後に支給すべき事由が生じた公務災害等見舞金であって、改正前の要綱の規定に

基づいて支給された公務災害等見舞金は、改正後の要綱の規定による公務災害等見舞金の

内払とみなす。 



附 則（平成７年８月２２日局長決裁 ７川交庶第５４９号） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成７年８月２２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の要綱別表第１から第４までの規定は、平成７年４月１日以後において発生した

公務上の災害又は通勤による災害について適用し、同日前において発生した公務上の災害

又は通勤による災害については、なお従前の例による。 

 （公務災害等見舞金の内払） 

３ 改正後の要綱別表第１から別表第４までの規定を適用する場合においては、平成７年４

月１日以後に支給すべき事由が生じた公務災害等見舞金であって、改正前の要綱の規定に

基づいて支給された公務災害等見舞金は、改正後の要綱の規定による公務災害等見舞金の

内払とみなす。 

附 則（平成８年３月２９日局長決裁 ７川交庶第１３６９号） 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の要綱別表第２及び別表第４の規定は、この要綱の施行の日（以下「施行日」と

いう。）以後において発生した通勤による災害について適用し、施行日前において発生し

た通勤による災害については、なお従前の例による。 

  （施行期日） 

  この改正要綱は、平成２４年１１月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月１２日局長決裁 ２川交庶第１６４０号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の要綱の別記様式については、施行の日以降に発生した公務上の災害又は通勤に

よる災害について適用し、施行の日より前に発生した公務上の災害又は通勤による災害に

ついては、なお従前の例による。 



別表第１（公務災害 自賠責なしの場合） 

死 亡 及 び

障害の等級
第 １ 欄 第 ２ 欄 

死 亡 ３０，０００，０００円 ２０，０００，０００円

第 １ 級 ３０，０００，０００円 ２０，０００，０００円

第 ２ 級 ２５，９００，０００円 １７，６００，０００円

第 ３ 級 ２２，２００，０００円 １５，６００，０００円

第 ４ 級 １８，９００，０００円 １３，６００，０００円

第 ５ 級 １５，７００，０００円 １２，０００，０００円

第 ６ 級 １３，０００，０００円 １０，０００，０００円

第 ７ 級 １０，５００，０００円 ８，４００，０００円

第 ８ 級 ８，２００，０００円 ６，８００，０００円

第 ９ 級 ６，２００，０００円 ５，２００，０００円

第 １ ０ 級 ４，６００，０００円 ４，０００，０００円

第 １ １ 級 ３，３００，０００円 ３，０００，０００円

第 １ ２ 級 ２，３００，０００円 ２，０００，０００円

第 １ ３ 級 １，５００，０００円 １，４００，０００円

第 １ ４ 級 １，０００，０００円 ８００，０００円

備考 障害の等級は、法第２９条第２項に定める障害の等級区分による。 

  （以下別表第２から別表第４までにおいて同じ。）



別表第２（通勤災害 自賠責なしの場合） 

死 亡 及 び

障害の等級
第 １ 欄 第 ２ 欄 

死 亡 ２４，０００，０００円 １６，０００，０００円

第 １ 級 ２４，０００，０００円 １６，０００，０００円

第 ２ 級 ２０，８００，０００円 １４，０８０，０００円

第 ３ 級 １７，８００，０００円 １２，４８０，０００円

第 ４ 級 １５，１２０，０００円 ６，８００，０００円

第 ５ 級 １２，５６０，０００円 ６，０００，０００円

第 ６ 級 １０，４００，０００円 ５，０００，０００円

第 ７ 級 ８，４００，０００円 ４，２００，０００円

第 ８ 級 ６，５６０，０００円 ３，４００，０００円

第 ９ 級 ４，９６０，０００円 ２，６００，０００円

第 １ ０ 級 ３，６８０，０００円 ２，０００，０００円

第 １ １ 級 ２，６４０，０００円 １，５００，０００円

第 １ ２ 級 １，８４０，０００円 １，０００，０００円

第 １ ３ 級 １，２００，０００円 ７００，０００円

第 １ ４ 級 ８００，０００円 ４００，０００円



別表第３（公務災害 自賠責ありの場合） 

死 亡 及 び

障害の等級
第 １ 欄 第 ２ 欄 

死 亡 ２４，０００，０００円 １６，０００，０００円

第 １ 級 ２４，０００，０００円 １６，０００，０００円

第 ２ 級 ２０，８００，０００円 １４，０８０，０００円

第 ３ 級 １７，８００，０００円 １２，４８０，０００円

第 ４ 級 １５，１２０，０００円 １０，８８０，０００円

第 ５ 級 １２，５６０，０００円 ９，６００，０００円

第 ６ 級 １０，４００，０００円 ８，０００，０００円

第 ７ 級 ８，４００，０００円 ６，７２０，０００円

第 ８ 級 ６，５６０，０００円 ５，４４０，０００円

第 ９ 級 ４，９６０，０００円 ４，１６０，０００円

第 １ ０ 級 ３，６８０，０００円 ３，２００，０００円

第 １ １ 級 ２，６４０，０００円 ２，４００，０００円

第 １ ２ 級 １，８４０，０００円 １，６００，０００円

第 １ ３ 級 １，２００，０００円 １，１２０，０００円

第 １ ４ 級 ８００，０００円 ６４０，０００円



別表第４（通勤災害 自賠責ありの場合） 

死 亡 及 び

障害の等級
第 １ 欄 第 ２ 欄 

死 亡 １９，２００，０００円 １２，８００，０００円

第 １ 級 １９，２００，０００円 １２，８００，０００円

第 ２ 級 １６，６４０，０００円 １１，２７０，０００円

第 ３ 級 １４，２４０，０００円 ９，９９０，０００円

第 ４ 級 １２，１００，０００円 ５，４４０，０００円

第 ５ 級 １０，０５０，０００円 ４，８００，０００円

第 ６ 級 ８，３２０，０００円 ４，０００，０００円

第 ７ 級 ６，７２０，０００円 ３，３６０，０００円

第 ８ 級 ５，２５０，０００円 ２，７２０，０００円

第 ９ 級 ３，９７０，０００円 ２，０８０，０００円

第 １ ０ 級 ２，９５０，０００円 １，６００，０００円

第 １ １ 級 ２，１２０，０００円 １，２００，０００円

第 １ ２ 級 １，４８０，０００円 ８００，０００円

第 １ ３ 級 ９６０，０００円 ５６０，０００円

第 １ ４ 級 ６４０，０００円 ３２０，０００円


